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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 5,177 5,268 4,754 11,078 10,202 

経常損失 （百万円） 1,073 1,102 698 2,414 1,854 

中間（当期）純損失 （百万円） 99 2,608 595 1,861 3,525 

純資産額 （百万円） 24,280 20,810 19,905 24,352 23,866 

総資産額 （百万円） 30,464 33,637 33,119 37,200 43,663 

１株当たり純資産額 （円） 2,468.62 2,116.44 2,025.33 2,476.16 2,427.98 

１株当たり中間（当期） 

純損失金額 
（円） 10.09 265.24 60.55 189.27 358.59 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 79.7 61.9 59.3 65.5 54.7 

営業活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（百万円） △240 △905 △764 △752 △1,696 

投資活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（百万円） △602 △74 △257 △1,903 △591 

財務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（百万円） △98 137 △98 △99 133 

現金および現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（百万円） 9,476 6,819 4,388 7,662 5,508 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

333 

(557) 

320 

(517) 

319 

(511) 

320 

(629) 

306 

(486) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．自己資本規制比率は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成13年

内閣府令第23号）の定めにより、決算数値を基に算出しております。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 4,976 4,921 4,470 10,527 9,572 

経常損失 （百万円） 1,118 1,171 743 2,387 2,005 

中間（当期）純損失 （百万円） 120 2,642 637 1,804 3,604 

資本金 （百万円） 500 500 500 500 500 

発行済株式総数 （千株） 9,838 9,838 9,838 9,838 9,838 

純資産額 （百万円） 24,166 20,723 19,458 24,309 23,726 

総資産額 （百万円） 30,321 33,256 32,842 37,127 43,402 

１株当たり純資産額 （円） 2,457.11 2,107.66 1,979.87 2,471.75 2,413.69 

１株当たり中間（当期） 

純損失金額 
（円） 12.21 268.71 64.90 183.46 366.55 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 5.0 10.00 10.00 

自己資本比率 （％） 79.7 62.3 59.2 65.5 54.7 

自己資本規制比率 （％） 310.0 296.6 261.2 266.3 269.2 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

310 

(547) 

282 

(489) 

200 

(207) 

288 

(586) 

193 

(292) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 なお、証券代行業につきましては、会社法（平成17年７月26日公布 平成17年法律第86号）の施行にともない、従

来の名義書換代理人業から名称を変更しております。 

  

 当社は平成18年10月２日に、日本電子計算㈱と共同して、株式移転により完全親会社「㈱ＪＢＩＳホールディング

ス」を設立登記し、当社および日本電子計算㈱は同社の完全子会社になりました。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、平成18年10月２日に、完全親会社となる㈱ＪＢＩＳホールディングスを設立登記しております。 

 （注）平成18年10月２日に、日本電子計算㈱との株式移転により設立登記した共同持株会社であります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

㈱ＪＢＩＳホールデ

ィングス  
東京都中央区  3,000 

傘下子会社および

グループの経営管

理ならびにそれに

付帯する業務  

100 

役員の兼任２名 

経営管理に係る役

務・便益の享受  



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数については、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外書しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数については、（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外書しております。 

    ２．従業員数が前中間会計期間に比較して減少しておりますのは、子会社の活用を図るため、子会社へ出向させ

たことによるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループ（当社および当社の連結子会社）には労働組合は組織されておらず、また、労使間に紛争が生じた

ことはありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 事業部門の名称 従業員数（人） 

証券代行業 証券代行部門  71（ 39） 

証券事務管理業 

名義書換取次部門 13（ 38） 

有価証券受渡部門  11（ 99） 

有価証券保管部門  83（189） 

システム部門 28（ 10） 

証券業務部門  18（  1） 

その他部門 62（119） 

全社（共通） － 33（ 16） 

合計 319（511） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人）  200（207） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大や個人消費の持ち直し

などから、緩やかな拡大基調を維持してまいりました。 

この間、証券業界では、証券決済制度改革が進められ、改革の集大成というべき「株券の電子化」に向けて㈱証

券保管振替機構への株券の預託が一段と進捗しております。この株券の電子化をはじめとする、一連の有価証券の

電子化は、「アナログ」から「デジタル」への変革であり、当社グループではこのデジタル時代にふさわしい形

で、新しい時代のニーズにあった事務サービス、システムサービス、そして事務とシステムを一体にしたBPOサー

ビスを証券会社・銀行等の金融機関、あるいは証券業務に携わる関係者の皆様にご提供すべく、ノウハウの集積と

体制確立に取り組んでまいりました。 

先ず、証券代行部門においては、株券の電子化にともなう業務フローの変化や同業他社との競合激化に対応する

ため、事務の効率化と競争力の強化が不可欠との観点から、住友信託銀行㈱との共同出資により、次世代名義書換

代理人システムの開発・運営およびデータ処理業務を行う、日本ＴＡソリューション㈱を設立。業界最先端の証券

代行システム「NEO-CAROL」を開発するとともに、高性能システムに裏打ちされた肌理の細やかなサービスを提供

する一方で、高度化・多様化する顧客ニーズに対し、正確かつ迅速に応える効率的な事務体制を確立しておりま

す。 

他方、証券事務管理部門においては、証券業界の変革の進行と顧客ニーズが多様化するなか、証券会社のミドル

からバックまでの業務全般を担う「共同事務センター化」のニーズに応えるとともに、時代を先取りした事務・業

務ソリューションを提供するため「証券共同事務センター」を創設。証券業界で広く利用可能な証券総合システム

と標準的事務サービスの開発と確立を行い、同時に、金融機関などの経営効率化や顧客サービスの向上に適う形に

業務プロセスを再設計したうえで、ITサービスと一体化した最良の業務支援サービス（BPOサービス）を提供する

体制整備を推し進めております。  

こうした状況のもと、証券業務、計算情報処理業務、事務サービスとシステムサービスを一体で提供するBPOサ

ービス等を中心に活発な営業活動を展開してまいりましたが、㈱証券保管振替機構への株券の預託の進捗等により

証券事務管理部門における事務取扱量が減少したことから、当中間連結会計期間の営業収益は47億54百万円（前中

間連結会計期間比9.7％減）になりました。 

損益面につきましては、人員の採用抑制や事務室の集約等による経費削減を進めたことから、経常損益は6億98

百万円の損失（前中間連結会計期間は11億2百万円の経常損失）となりました。 

 この結果、中間純利益は、5億95百万円の純損失（前中間連結会計期間は26億8百万円の純損失）となりまし

た。 



(2）セグメント別概況 

各セグメント別収益状況は次のとおりであります。 

区分 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同期比（％） 

証券代行業（百万円） 1,085 1,164 △6.8 

 証券代行業務（百万円） 1,030 1,110 △7.2 

 その他の業務（百万円） 55 54 1.0 

証券事務管理業（百万円） 3,668 4,103 △10.6 

 名義書換取次業務（百万円） 431 554 △22.1 

 精査業務（百万円） 213 341 △37.6 

 有価証券受渡業務（百万円） 524 595 △11.8 

 有価証券保管業務（百万円） 945 1,039 △9.1 

 清算業務（百万円） 258 337 △23.6 

 計算・情報処理業務（百万円） 382 351 8.8 

 証券業務（百万円） 131 116 13.5 

 その他の業務（百万円） 780 766 1.9 

営業収益合計（百万円） 4,754 5,268 △9.7 



○証券代行業 

証券代行部門におきましては、新証券代行システム「NEO-CAROL」による高性能システムの提供に加え、法務・

実務コンサルティング、株主総会支援サービス、株式公開支援サービス、ＩＲコンサルティング等を含めた総合的

なサービス提供の営業を進めてまいりましたが、前年同期に比べ増資等にともなう臨時事務が減少したことから、

営業収益は10億85百万円（前中間連結会計期間比6.8％減）となりました。  

○証券事務管理業 

証券事務管理部門におきましては、証券業務、計算情報処理業務、事務サービスとシステムサービスを一体で提

供するBPOサービス等を中心に活発な営業活動を進めてまいりましたが、㈱証券保管振替機構への株券の預託の進

捗により、当該株券に係る事務取扱量が減少したことから、営業収益は36億68百万円（同10.6％減）となりまし

た。  

(3)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会

計期間末に比べ24億30百万円（前中間連結会計期間比35.6％減）減少し、43億88百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金は、税金等調整前中間純損失５億91百万円の計上等により、７

億64百万円の減少（前中間連結会計期間は９億５百万円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金は、無形固定資産(ソフトウェア)取得による支出３億29百万円

等により、２億57百万円の減少（同74百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金は、配当金支払額97百万円等により、98百万円の減少（同１億

37百万円の増加）となりました。 



２【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、日本電子計算㈱と共同して、株式移転により完全親会社とな

る持株会社を設立することを決議し、同日、両社間で株式移転計画書を締結いたしました。なお、当該株式移転によ

る持株会社設立については、平成18年６月23日開催の両社の定時株主総会において承認されております。  

この結果、当社は平成18年10月２日に、日本電子計算㈱と共同して、会社法第772条に定める株式移転の方法によ

り、完全親会社「㈱ＪＢＩＳホールディングス」を設立登記し、当社および日本電子計算㈱は同社の完全子会社にな

りました。  

  

 株式移転の概要は、次のとおりです。 

(1）株式移転の目的 

両社が持つ経営資源を効果的に集約し、時代の要請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質を築くととも

に、ITと事務の分野で培った深い業務知識、お互いの持つ強みを活かし、シナジー効果を最大限に発揮し、お客様

が最高水準のソリューション・サービスをご享受いただけるよう、ソリューションプロバイダー企業として発展す

ることを目的としております。 

(2）株式移転の内容の概要 

① 完全親会社が株式移転に際して発行する株式の種類および数  

普通株式32,789,400株 

② 両社の株主に対する株式の割当  

（a）当社の株主 

普通株式１株に対し、「㈱ＪＢＩＳホールディングス」の普通株式1.3株 

（b）日本電子計算㈱の株主 

普通株式１株に対し、「㈱ＪＢＩＳホールディングス」の普通株式１株 

③ 完全親会社の資本金および資本準備金の額  

（a）資本金の額 

3,000百万円 

（b）資本準備金の額 

3,000百万円 

(3）共同持株会社の概要 

① 商号  

株式会社ＪＢＩＳホールディングス（英文名：ＪＢＩＳ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ ，Ｉｎｃ．） 

② 代表者の氏名  

代表取締役社長 内池 正名  

③ 事業内容  

傘下子会社およびグループの経営管理ならびにそれに付帯する業務 

④ 本店所在地  

東京都中央区日本橋茅場町一丁目８番１号 

(4）日本電子計算㈱の概要 

① 事業内容 

情報サービス事業、インターネット事業、ソフトウェア開発事業、システム販売事業 

② 本店所在地  

東京都中央区日本橋茅場町一丁目８番１号 

③ 代表者の氏名  

代表取締役社長 内池 正名 

④ 総資産・総負債・資本金の状況（平成18年９月30日現在）  

（a）総資産 

29,674百万円 

（b）総負債 

16,649百万円 

（c）資本金 

2,460百万円 



４【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社グループでは、証券決済制度改革が進められる中、新しい時代のニーズにあ

った事務サービス、システムサービス、そして事務とシステムを一体化したＢＰＯサービスを金融機関あるいは証

券業務に携わる関係者の皆様に提供するため、事務室の拡張と付帯設備の増強およびソフトウエアの構築を中心に

投資を行っております。 

 当社グループにおいて、当中間連結会計期間中に新たに投資した設備の状況は、以下のとおりであります。 

・提出会社 

（注）１．器具および備品欄の［ ］は、新たにリースにより調達した物件の当中間連結会計期間中に支払ったリース料

であります。 

２．従業員数欄は、平成18年９月30日現在の人員数で、（ ）は臨時従業員数を外書しております。 

・国内子会社 

（注）１．建物および構築物欄の［ ］は、新たに賃借した事務室の面積（㎡）であり、敷金64,050,960円を差し入れて

おります。 

２．器具および備品欄の［ ］は、新たにリースにより調達した物件の当中間連結会計期間中に支払ったリース料

であります。 

３．従業員数欄は、平成18年９月30日現在の人員数で、（ ）は臨時従業員数を外書しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した設備の新設等の計画はありません。 

   

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の 
内容 

帳  簿  価  額 （百万円） 
従業員数 
（人） 建物およ 

び構築物 
器具およ 
び備品 

土 地 
（面積㎡）

ソフト 
ウェア 

その他 合 計 

証券代行業  
業務用  

設備  
－ － － 30 － 30 

42 

(11) 

証券事務管理 

業ほか  

業務用  

設備  
－ 

17 

[8] 
－ 32 － 49 

158 

(196) 

   

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の 
内容 

帳  簿  価  額 （百万円） 
従業員数 
（人） 建物およ 

び構築物 
器具およ 
び備品 

土 地 
（面積㎡）

ソフト 
ウェア 

その他 合 計 

日本証券共同事 

務センター㈱  

業務用  

設備  

8 

[1,355] 

0 

[0] 
－ － － 8 

119 

(304) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 当社は完全親会社「㈱ＪＢＩＳホールディングス」の設立にともない、平成18年７月24日に大阪証券取引所の

上場を廃止しており、平成18年９月26日に東京・名古屋の各証券取引所における上場を廃止しております。な

お、平成18年10月２日に当社の完全親会社として設立登記された㈱ＪＢＩＳホールディングスは、同日付で東

京証券取引所市場第一部に上場しております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 19,838,000 

計 19,838,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月18日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,838,000 9,838,000 － － 

計 9,838,000 9,838,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日  

  

－ 9,838,000 － 500,000 － 1,427 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 平成18年10月２日付の持株会社設立登記により、株主は㈱ＪＢＩＳホールディングス１名になっております。

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％） 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 4,035 41.0 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 490 5.0 

株式会社大和証券グループ本社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 450 4.6 

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２丁目４－１  373 3.8 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－1 201 2.0 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５－33 200 2.0 

のぞみ証券株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目24－２ 194 2.0 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 174 1.8 

名証取引参加者協会 名古屋市中区栄３丁目３－17 166 1.7 

ブルドックソース株式会社 東京都中央区日本橋兜町11－５ 151 1.5 

計 － 6,436 65.4 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   9,500  － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,807,500 19,615 同上 

単元未満株式 普通株式  21,000  － 同上 

発行済株式総数 9,838,000 － － 

総株主の議決権 － 19,615 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

    ２ 当社株式は平成18年９月26日付で上場廃止となっているため、同日までの株価を記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

○役員の異動 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本証券代行株式会社 

東京都中央区日本橋

茅場町一丁目２番４

号 

9,500 － 9,500 0.1 

計 － 9,500 － 9,500 0.1 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,460 1,182 870 830 850 860 

最低（円） 1,081 898 795 740 776 810 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役  総務部長  取締役  －  能村 邦裕  平成18年10月2日 



４【その他】 

(1）自己資本規制比率 

（注）上記は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成13年内閣府令第23

号）の定めにより、決算数値を基に算出しております。 

(2）株券売買高（先物取引を除く） 

 前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

基本的項目（百万円） （Ａ） 16,739 14,988 15,676 

補完的項目

（百万円） 

その他有価証券評価差額金

（評価益）等 

 
3,984 4,470 7,950 

証券取引責任準備金等  4 9 7 

一般貸倒引当金  8 15 23 

計 （Ｂ） 3,997 4,495 7,982 

控除資産（百万円） （Ｃ） 6,339 5,979 6,112 

固定化されていない自己資本の額 

（百万円） 

（Ｄ） 

14,397 13,504 17,546 
 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） 

リスク相当額 

（百万円） 

市場リスク相当額  1,647 1,953 3,152 

取引先リスク相当額  419 406 473 

基礎的リスク相当額  2,786 2,808 2,891 

計 （Ｅ） 4,853 5,169 6,516 

自己資本規制比率（％）  

296.6 261.2 269.2 
 （Ｄ）／（Ｅ）×１００ 

 前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日  

 至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

株数 

（百万株） 

金額 

（百万円） 

株数 

（百万株） 

金額 

（百万円） 

株数 

（百万株） 

金額 

（百万円） 

合計 134 67,172 76 59,846 298 192,328 

（自己） (－) (－) (－) (－) (－) (－)

（委託） (134) (67,172) (76) (59,846) (298) (192,328)

委託比率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）および当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表ならびに前中間会

計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）および当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月

30日）の中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金および預金   6,733   4,195   5,315  

２．預託金   286   333   356  

３．信用取引資産           

(1)信用取引貸付金  4,703   6,375   9,864   

(2)信用取引借証券担
保金  532 5,236  105 6,481  146 10,010  

４．営業未収金   1,510   1,179   1,359  

５．立替金   13   29   7  

６．短期差入保証金   39   2   －  

７．有価証券   303   342   303  

８．繰延税金資産   －   44   44  

９．その他   456   224   231  

貸倒引当金   △8   △15   △23  

流動資産合計   14,569 43.3  12,817 38.7  17,604 40.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物および構築物  560   545   537   

減価償却累計額  124 435  130 415  117 420  

(2)器具および備品  1,126   871   858   

減価償却累計額  936 189  691 179  664 194  

(3)土地   105   102   102  

有形固定資産合計   731 2.2  697 2.1  717 1.7 

２．無形固定資産           

(1)ソフトウェア   1,047   1,207   1,352  

(2)ソフトウェア仮勘
定   －   560   292  

(3)電話加入権   17   17   17  

無形固定資産合計   1,065 3.2  1,784 5.4  1,662 3.8 

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券 (注１)  15,472   16,217   22,098  

(2)出資金   464   305   305  

(3)社内長期貸付金   193   192   187  

(4)差入敷金・保証金   995   1,058   1,034  

(5)その他   159   57   65  

貸倒引当金   △14   △11   △12  

投資その他の資産
合計   17,270 51.3  17,819 53.8  23,679 54.2 

固定資産合計   19,067 56.7  20,302 61.3  26,059 59.7 

資産合計   33,637 100.0  33,119 100.0  43,663 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．信用取引負債           

(1)信用取引借入金 (注１) 4,605   6,168   9,720   

(2)信用取引貸証券受
入金  548 5,153  108 6,277  155 9,876  

２．未払金   1,216   516   799  

３．未払費用   416   593   487  

４．未払法人税等   48   8   120  

５．未払消費税等   45   23   43  

６．顧客からの預り金   1   0   －  

７．社員預り金   682   657   658  

８．その他の預り金   243   262   209  

９．短期受入保証金   61   92   66  

10．賞与引当金   251   205   227  

11．その他   8   5   31  

流動負債合計   8,128 24.2  8,646 26.1  12,520 28.7 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   2,737   3,066   5,459  

２．退職給付引当金   1,318   1,163   1,185  

３．役員退職慰労引当
金   189   215   210  

４．その他   192   112   147  

固定負債合計   4,437 13.2  4,558 13.8  7,002 16.0 

Ⅲ 特別法上の準備金           

１．証券取引責任準備
金 

(注３)  4   9   7  

特別法上の準備金合
計   4 0.0  9 0.0  7 0.0 

負債合計   12,570 37.4  13,213 39.9  19,530 44.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   256 0.7  － －  266 0.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   500 1.5  － －  500 1.1 

Ⅱ 資本剰余金   1 0.0  － －  1 0.0 

Ⅲ 利益剰余金   16,310 48.5  － －  15,392 35.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   4,002 11.9  － －  7,979 18.3 

Ⅴ 自己株式   △4 △0.0  － －  △6 △0.0 

資本合計   20,810 61.9  － －  23,866 54.7 

負債、少数株主持分
および資本合計   33,637 100.0  － －  43,663 100.0 

           



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   500 1.5   － － 

２．資本剰余金     － －   1 0.0   － － 

３．利益剰余金     － －   14,650 44.2   － － 

４．自己株式     － －   △8 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   15,143 45.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   4,495 13.6   － － 

評価・換算差額等合計     － －   4,495 13.6   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   266 0.8   － － 

純資産合計     － －   19,905 60.1   － － 

負債純資産合計     － －   33,119 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

１．名義書換代理人手
数料  1,110   1,030   2,125   

２．名義書換手数料  554   431   1,087   

３．精査事務手数料  341   213   619   

４．証券受渡手数料  595   524   1,122   

５．保管手数料  1,039   945   1,947   

６．清算事務手数料  337   258   654   

７．計算情報処理手数
料  351   382   696   

８．その他の受取手数
料  893   910   1,842   

９．金融収益  43 5,268 100.0 57 4,754 100.0 106 10,202 100.0 

Ⅱ 営業費用           

１．有価証券輸送費  209   188   395   

２．支払保険料  －   8   －   

３．運送保険料  8   －   16   

４．支払手数料  1,957   1,407   3,554   

５．取引所・協会費  24   21   48   

６．金融費用  39 2,238 42.5 51 1,677 35.3 98 4,112 40.3 

営業総利益   3,029 57.5  3,077 64.7  6,090 59.7 

Ⅲ 一般管理費           

１．役員報酬  83   87   171   

２．その他の報酬  21   20   28   

３．社員給与  1,095   1,084   2,405   

４．退職金  2   －   2   

５．臨時従業員給与  638   594   1,210   

６．福利厚生費  310   299   599   

７．退職給付費用  11   54   29   

８．賃借料  623   670   1,273   

９．機器賃借維持費  427   323   814   

10．賞与引当金繰入額  251   203   224   

11．役員退職慰労引当
金繰入額  20   26   40   

12．減価償却費  43   40   80   

13．電話加入権償却費  0   0   0   

14．ソフトウェア償却
費  156   207   339   

15．貸倒引当金繰入額  7   －   22   

16．その他の営業費用  563 4,256 80.8 569 4,184 88.0 1,053 8,297 81.3 

営業損失   1,227 △23.3  1,107 △23.3  2,207 △21.6 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益           

１．貸付金利息  0   0   1   

２．受取利息  3   3   5   

３．受取配当金  82   341   111   

４．リース分配金  29   35   61   

５．匿名組合精算金  －   －   100   

６．持分法による投資
利益  14   42   28   

７．その他の営業外収
益  1 132 2.5 1 425 8.9 54 364 3.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  4   3   8   

２．支払手数料  0   13   0   

３．新株発行費償却  2   －   2   

４．その他の営業外費
用  0 7 0.1 0 16 0.3 0 11 0.1 

経常損失   1,102 △20.9  698 △14.7  1,854 △18.2 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 (注１) －   －   6   

２．投資有価証券売却
益  5,263   109   5,255   

３．その他の特別利益  － 5,263 99.9 7 117 2.5 2 5,265 51.6 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 (注２) 0   －   38   

２．賃借事務室移転費
用  －   6   －   

３．投資有価証券等評
価損 

(注３) 0   －   81   

４．入会金評価損  0   －   0   

５．過年度損益修正損 (注４) －   2   －   

６．証券取引責任準備
金繰入額  2   1   5   

７．持分変動損失  15   －   15   

８．減損損失 (注５) 5,854   －   5,854   

９．その他の特別損失  3 5,876 111.6 0 10 0.2 8 6,003 58.8 

税金等調整前中間
（当期）純損失   1,715 △32.6  591 △12.4  2,592 △25.4 

法人税、住民税お
よび事業税  23   3   97   

法人税等調整額  869 893 16.9 － 3 0.1 825 923 9.1 

少数株主利益    － －   0 0.0   10 0.1 

中間（当期）純損
失   2,608 △49.5  595 △12.5  3,525 △34.6 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1  1 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高   1  1 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,016  19,016 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．配当金  98  98  

２．中間（当期）純損失  2,608 2,706 3,525 3,624 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高   16,310  15,392 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 剰余金の配当は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

また、平成18年８月30日の取締役会において決議された、中間連結会計期間中における剰余金配当決議額49百万円が含まれておりま

す。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

500 1 15,392 △6 15,887 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 （注）     △147   △147 

中間純損失     △595   △595 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △742 △1 △743 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

500 1 14,650 △8 15,143 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,979 7,979 266 24,133 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 （注）       △147 

中間純損失       △595 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△3,483 △3,483 0 △3,483 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△3,483 △3,483 0 △4,227 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

4,495 4,495 266 19,905 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純損失  △1,715 △591 △2,592 

減価償却費  207 255 435 

減損損失  5,854 － 5,854 

持分変動損失  15 － 15 

持分法による投資利益  △14 △42 △28 

投資有価証券等評価損  0 － 81 

固定資産除却損  0 － 38 

貸倒引当金の増減額（△は減）  7 △7 20 

賞与引当金の増減額（△は減）  40 △21 16 

退職給付引当金の減少額  △70 △21 △203 

役員退職慰労引当金の増減額 
（△は減）  △36 5 △15 

証券取引責任準備金の増加額  2 1 5 

リース分配金  △29 △35 △61 

匿名組合精算金  － － △100 

受取利息および受取配当金  △86 △345 △119 

支払利息  4 3 8 

投資有価証券売却・解約益  △5,263 △109 △5,255 

固定資産売却益  － － △6 

顧客分別金信託等の増減額（△は
増）  △130 23 △200 

営業債権減少額  45 158 207 

信用取引資産の増減額（△は増）  178 3,528 △4,589 

未収金増減額（△は増）  △0 0 0 

営業債務増減額（△は減）  397 △185 356 

信用取引負債の増減額（△は減）  △252 △3,598 4,470 

未払消費税等増減額（△は減）  32 △19 30 

預り金増減額（△は減）  △51 49 △104 

その他  △129 △37 △61 

小計  △993 △992 △1,799 

利息および配当金の受取額  87 344 119 

利息の支払額  △4 △1 △8 

法人税等の支払額  4 △115 △8 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △905 △764 △1,696 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金純増減額（△は増）  △106 － 1 

有価証券の売却・償還による収入  100 － 100 

投資有価証券の取得による支出  △4,638 △0 △4,639 

投資有価証券の売却による収入  5,749 121 5,762 

出資金の売却・解約による収入  20 － 187 

入会金の売却・解約による収入  0 － 0 

有形固定資産の取得による支出  △3 △20 △70 

有形固定資産の売却による収入   － － 12 

無形固定資産の取得による支出  △1,204 △329 △1,920 

貸付金の支出  △24 △24 △36 

貸付金の回収による収入  32 19 50 

保証金・敷金の差入による支出  △1 △24 △40 

保証金・敷金の返還による収入  0 0 1 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △74 △257 △591 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

少数株主に対する株式発行による
収入  240 － 240 

配当金支払額  △97 △97 △98 

その他  △4 △0 △7 

財務活動によるキャッシュ・フロー  137 △98 133 

Ⅳ 現金および現金同等物の換算差額  － － － 

Ⅴ 現金および現金同等物の減少額  △843 △1,119 △2,153 

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高  7,662 5,508 7,662 

Ⅶ 現金および現金同等物の中間期末
（期末）残高  

6,819 4,388 5,508 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は１社であり、会

社名は「日本証券共同事務セン

ター株式会社」であります。 

 なお、同社は平成17年５月27

日付で、「総合ビジネス株式会

社」から商号変更しておりま

す。 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は１社であり、会

社名は「日本証券共同事務セン

ター株式会社」であります。 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は１社であり、会

社名は「日本証券共同事務セン

ター株式会社」であります。 

 なお、同社は平成17年５月27

日付で、「総合ビジネス株式会

社」から商号変更しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の関連会社は２社で

あり、会社名は「日本ＴＡソリュ

ーション株式会社」および「新潟

証券株式会社」であります。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

  

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法ま

たは償却原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

建物および構

築物 

６年～50年

器具および備

品 

３年～20年

  

② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,074百万円）については、

５年間で按分し、退職給付費

用を減額処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定率法により、そ

れぞれの発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定率法により、そ

れぞれの発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,074百万円）については５

年間で按分し、退職給付費用

と相殺して計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）に

よる定率法により、翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

支給基準に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

支給基準に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会平成14年８月９日））お

よび「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を

当中間連結会計期間から適用してお

ります。これにより税金等調整前中

間純損失は4,860百万円増加しており

ます。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる税金等調整前当期純損益

にあたえる影響額は3,876百万円であ

ります。 

 セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

 ────── 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、19,638百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正にともない、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 ────── 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

１．流動資産における「預託金」に

ついて 

 前中間連結会計期間末まで「預け

金」として掲記しておりましたが、

実態を勘案し、当中間連結会計期間

末より「預託金」として掲記するこ

とといたしました。 

  

  

  

２．流動資産における「立替金」に

ついて 

 前中間連結会計期間末まで「営業

立替金」として掲記しておりました

が、実態を勘案し、当中間連結会計

期間末より「立替金」として掲記す

ることといたしました。 

３．投資その他の資産における「そ

の他」について 

 前中間連結会計期間末まで区分掲

記しておりました「更生債権等」

（当中間連結会計期間末18百万円）

につきましては、資産総額の100分の

5以下であるため、重要性を勘案し、

当中間連結会計期間末より、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて掲

記することといたしました。 

４．流動負債における「短期受入保

証金」について 

 前中間連結会計期間末まで「その

他」に含めて表示しておりました

が、重要性を勘案し、当中間連結会

計期間末より区分掲記することとい

たしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の

「短期受入保証金」は、10百万円で

あります。 

５．固定負債における「その他」に

ついて 

 前中間連結会計期間末まで区分掲

記しておりました「受入保証金」

（当中間連結会計期間末1百万円）に

つきましては、資産総額の100分の5

以下であるため、重要性を勘案し、

当中間連結会計期間末より、固定負

債の「その他」に含めて掲記するこ

とといたしました。 

  

（中間連結貸借対照表） 

１．流動負債における「未払事業所

税」について 

 前中間連結会計期間末まで「その

他」に含めて掲記しておりました

が、実態を勘案し、当中間連結会計

期間末より「未払金」として区分掲

記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の

「未払事業所税」は、8百万円であり

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

１．一般管理費における「その他の

営業費用」について 

 前中間連結会計期間末まで区分掲

記しておりました「事業所税」（当

中間連結会計期間末8百万円）につき

ましては、重要性を勘案し、当中間

連結会計期間末より、一般管理費の

「その他の営業費用」に含めて掲記

することといたしました。 

２．特別損失における「入会金評価

損」について 

 前中間連結会計期間末まで「投資

有価証券等評価損」に含めて表示し

ておりましたが、重要性を勘案し、

当中間連結会計期間末より区分掲記

することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の

「入会金評価損」は、17百万円であ

ります。 

（中間連結損益計算書） 

１．営業費用における「支払保険

料」について 

 前中間連結会計期間まで「運送保

険料」として掲記しておりました

が、実態を勘案し、当中間連結会計

期間より、「支払保険料」として掲

記することといたしました。 

  

  

２．一般管理費における「その他の

営業費用」に含まれていた「支払手

数料」について 

 前中間連結会計期間まで営業費用

における「支払手数料」（当中間連

結会計期間20百万円）に含めて表示

しておりましたが、一部はその実態

を勘案し、当中間連結会計期間より

一般管理費の「その他の営業費用」

に含めて掲記することといたしまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間におけ

る当該手数料は、5百万円でありま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

１．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

１．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

投資有価証券 3,997百万円 投資有価証券 5,960百万円 投資有価証券 6,885百万円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

信用取引借入金 4,605百万円 信用取引借入金 6,168百万円 信用取引借入金 9,720百万円

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券751百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券453百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券979百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

２．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

２．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

２．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

信用取引貸証券 35百万円 信用取引貸証券 －百万円 信用取引貸証券 41百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
790百万円

差入保証金代用有価

証券 
4,641百万円

差入証拠金代用有価

証券 
107百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
919百万円

差入保証金代用有価

証券 
6,288百万円

差入証拠金代用有価

証券 
125百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
1,340百万円

差入保証金代用有価

証券 
7,723百万円

差入証拠金代用有価

証券 
140百万円

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

信用取引貸付金の本

担保証券 
790百万円

信用取引貸付金の本

担保証券 
919百万円

信用取引貸付金の本

担保証券 
1,340百万円

信用取引借証券 35百万円

受入保証金代用有価

証券 
3,000百万円

信用取引借証券 －百万円

受入保証金代用有価

証券 
5,112百万円

信用取引借証券 41百万円

受入保証金代用有価

証券 
6,250百万円

３．特別法上の準備金 

 特別法上の準備金の計上を規定した法令

の条項は次のとおりであります。 

証券取引責任準備金  証券取引法第51条 

３．特別法上の準備金 

同左 

  

３．特別法上の準備金 

同左 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．     ────── １．     ────── １．固定資産の売却益 

      土地および建物 6百万円

２．固定資産の除却損 ２．     ────── ２．固定資産の除却損 

器具および備品 0百万円    器具および備品 38百万円

３．投資有価証券等の評価損 ３．     ────── ３．投資有価証券等の評価損 

投資有価証券 0百万円

入会金 0百万円

   

   

投資有価証券 81百万円

入会金 0百万円

４．     ────── ４．過年度損益修正損 ４．     ────── 

   過年度営業収益の修正額であります。   

５．減損損失 

 当中間連結会計期間において、親会社は以

下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

 親会社は、他の資産又は資産グループのキ

ャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産

のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ-ＤＩＮＥ

Ｓ」の開発が本格化し、来期を目処に稼動予

定であるため、計算情報処理業務を営業する

上記システム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失

に計上しました。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リ

ース資産245百万円、器具および備品215百万

円、建物75百万円およびその他64百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを5%で割り引いて算定しておりま

す。 

場所 用途 種類 その他 

本店シス
テム部に
おける
「ＤＩＮ
ＥＳ」シ
ステム
（東京都
江東区） 

計算情
報処理  

ソフトウ
ェア・リ
ース資産
等 

― 

５．     ────── 

  

  

５．減損損失 

 当連結会計年度において、親会社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

 親会社は、他の資産又は資産グループのキ

ャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産

のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ-ＤＩＮＥ

Ｓ」の開発が本格化し、来期を目処に稼動予

定であるため、計算情報処理業務を営業する

上記システム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失

に計上しました。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リ

ース資産245百万円、器具および備品215百万

円、建物75百万円およびその他64百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを5%で割り引いて算定しておりま

す。 

場所 用途 種類 その他 

本店シス
テム部に
おける
「ＤＩＮ
ＥＳ」シ
ステム
（東京都
江東区）

計算情
報処理  

ソフトウ
ェア・リ
ース資産
等 

― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

（注）効力発生日には、支払開始日を記載しております。 

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、効力発生日が当中間連結期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 9,838 － － 9,838 

合計 9,838 － － 9,838 

自己株式     

普通株式 （注） 8 1 － 9 

合計 8 1 － 9 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日（注） 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 98 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

取締役会 
普通株式 49 利益剰余金 5 平成18年９月30日 平成18年11月30日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金および現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

現金および現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金および預金勘定 6,733百万円

預金期間が３ヵ月を

超える定期預金等 
△217百万円

有価証券勘定（マネ

ー・マネージメン

ト・ファンド） 

303百万円

現金および 

現金同等物 
6,819百万円

現金および預金勘定 4,195百万円

預金期間が３ヵ月を

超える定期預金等 
△110百万円

有価証券勘定（マネ

ー・マネージメン

ト・ファンド） 

303百万円

現金および 

現金同等物 
4,388百万円

現金および預金勘定 5,315百万円

預金期間が３ヵ月を

超える定期預金等 
△110百万円

有価証券勘定（マネ

ー・マネージメン

ト・ファンド） 

303百万円

現金および 

現金同等物 
5,508百万円



（リース取引関係） 

（借主側） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

2,397 1,389 245 762 

ソフ
トウ
ェア 

255 25 － 230 

合計 2,653 1,414 245 992 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

1,318 469 194 654 

ソフ
トウ
ェア 

237 53 － 183 

合計 1,555 523 194 838 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

1,896 1,014 245 636 

ソフ
トウ
ェア 

235 27 － 207 

合計 2,131 1,041 245 844 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

   リース資産減損勘定中間期末残高  

191百万円 

１年内 388百万円

１年超 807百万円

計 1,195百万円

   リース資産減損勘定中間期末残高  

111百万円 

１年内 324百万円

１年超 566百万円

計 890百万円

   リース資産減損勘定期末残高  

145百万円 

１年内    338百万円

１年超    661百万円

計 1,000百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

支払リース料 244百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
54百万円

減価償却費相当額 232百万円

支払利息相当額 10百万円

減損損失 245百万円

支払リース料 191百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
82百万円

減価償却費相当額 182百万円

支払利息相当額 11百万円

減損損失    －百万円

支払リース料 466百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
99百万円

減価償却費相当額 448百万円

支払利息相当額 21百万円

減損損失 245百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）その他有価証券で時価のない株式について0百万円の減損処理を行っております。 

（当中間連結会計期間末） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 6,551 13,261 6,709 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 58 74 16 

合計 6,609 13,336 6,726 

 
前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

満期保有目的債券  

社債 100 

その他有価証券  

非上場株式 625 

その他 328 

合計 1,054 

 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 6,524 14,045 7,521 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 58 85 27 

合計 6,582 14,131 7,549 



２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（前連結会計年度末） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

満期保有目的債券  

社債 100 

その他有価証券  

非上場株式 543 

その他 339 

合計 983 

 

種類 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

 
取得原価（百万

円） 

連結貸借対照表
計上額（百万
円） 

差額（百万円） 

 
(1)株式 6,383 19,788 13,404 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

 
(3)その他 58 99 41 

 
小計 6,441 19,888 13,446 

 
(1)株式 152 124 △27 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

 
(3)その他 － － － 

 
小計 152 124 △27 

合計 6,594 20,012 13,418 



２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）その他有価証券で時価のない株式について、当連結会計年度において、81百万円の減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日）および前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的債券  

社債 100 

（2）その他有価証券  

非上場株式 543 

その他 339 

合計 983 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の実態を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な営業収益 

(1) 名義書換代理人業    名義書換代理人業務 

(2) 証券事務管理業     名義書換取次業務、有価証券保管業務、計算・情報処理業務等 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の実態を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な営業収益 

(1) 証券代行業       証券代行業務 

(2) 証券事務管理業     名義書換取次業務、有価証券保管業務、計算・情報処理業務等 

３．証券代行業につきましては、会社法（平成17年７月26日公布 平成17年法律第86号）の施行にともない従来

の名義書換代理人業から名称を変更しております。 

 

名義書換代理
人業 

（百万円） 

証券事務管理
業  

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 

（百万円） 

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 1,164 4,103 5,268 － 5,268 

(2)セグメント間の内部営業収

益 
－ － － － － 

計 1,164 4,103 5,268 － 5,268 

営業費用 1,547 4,947 6,495 － 6,495 

営業損失 △382 △844 △1,227 － △1,227 

 
証券代行業 

（百万円） 

証券事務管理
業  

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 

（百万円） 

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 1,085 3,668 4,754 － 4,754 

(2)セグメント間の内部営業収

益 
－ － － － － 

計 1,085 3,668 4,754 － 4,754 

営業費用 1,745 4,116 5,861 － 5,861 

営業損失 △659 △447 △1,107 － △1,107 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の実態を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な営業収益 

(1) 名義書換代理人業    名義書換代理人業務 

(2) 証券事務管理業     名義書換取次業務、有価証券保管業務、計算・情報処理業務等 

３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。 

これにより「証券事務管理業」における営業費用、営業損失が1,977百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月

１日 至平成18年９月30日）および前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）において、

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月

１日 至平成18年９月30日）および前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）において、

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

名義書換代理
人業 

（百万円） 

証券事務管理
業  

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 

（百万円） 

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 2,232 7,970 10,202 － 10,202 

(2)セグメント間の内部営業収

益 
－ － － － － 

計 2,232 7,970 10,202 － 10,202 

営業費用 3,107 9,302 12,409 － 12,409 

営業損失 △875 △1,332 △2,207 － △2,207 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 (円) 2,116.44

１株当たり中間純損

失金額 
(円) 265.24

１株当たり純資産額(円) 2,025.33

１株当たり中間純損

失金額 
(円) 60.55

１株当たり純資産額 (円) 2,427.98

１株当たり当期純損

失金額 
(円) 358.59

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

同左 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失 （百万円） 2,608 595 3,525 

普通株主に帰属しない金

額 
（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円）
2,608 595 3,525 

普通株式の期中平均株式

数 
（株） 9,834,308 9,829,183 9,832,600 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  当社は、平成18年10月2日に日本電

子計算株式会社と共同して、株式移

転の方法により、完全親会社「株式

会社JBISホールディングス」を設立

登記し、当社および日本電子計算株

式会社は同社の完全子会社となりま

した。  

発生した「負ののれん」の金額、償

却期間 

  負ののれん  10,484百万円 

  償却期間       ５年 

（日本電子計算株式会社との共同持

株会社設立による経営統合につい

て） 

当社は、平成18年５月16日開催の

取締役会において、株式移転をなす

べき時期を平成18年10月１日とし

て、日本電子計算株式会社と共同持

株会社「株式会社JBISホールディン

グス」を設立することを決議し、同

日、「株式移転計画書」に調印いた

しました。なお、この共同持株会社

設立に関しましては、平成18年６月

23日開催の当社第62回定時株主総会

において承認されております。 

(1)経営統合の目的 

当社および日本電子計算株式会社

は、金融・証券および公共・産業・

文教といった各分野のビジネスモデ

ルの変革に機動的に対応できる強力

な企業グループを形成するため共同

持株会社を設立し、総合情報サービ

スと総合事務サービスの機能を統合

することといたしました。今後は、

両社が持つ経営資源を効果的に集約

し、時代の要請に機動的かつ弾力的

に対応できる強い企業体質を築き、

ITと事務の分野で培った深い業務知

識、お互いの持つ強みを活かし、統

合によるシナジー効果を最大限に発

揮し、お客様が最高水準のソリュー

ション・サービスをご享受いただけ

るよう、ソリューションプロバイダ

ー企業として発展するべく努力して

まいります。 

(2)株式移転の方法 

当社が、日本電子計算株式会社と

共同して会社法第772条に定める株式

移転により、完全親会社「株式会社

ＪＢＩＳホールディングス」を設立

し、その完全子会社となります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3)株式移転の内容 

①設立する完全親会社が株式移転に

際して発行する株式の種類および数 

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」が本株式移転に際して発

行する株式の種類は普通株式と

し、その数は32,789,400株といた

します。ただし、株式移転をなす

べき時期の前日までに当社および

日本電子計算株式会社が自己株式

の消却を行った場合は、当該株式

数は減少し、株式移転をなすべき

時期の前日までに日本電子計算株

式会社の新株予約権が行使された

場合は、それに応じて当該株式数

も増加するものといたします。 

②設立する完全親会社の資本金およ

び準備金の額 

(a)資本金の額：30億円 

(b)準備金の額：30億円  

③当社および日本電子計算株式会社

の株主等に対する株式の割当て 

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」は、株式移転に際して、

株式移転をなすべき時期の前日の

最終の株主名簿（実質株主名簿を

含む。以下同じ。）に記載又は記

録された当社および日本電子計算

株式会社の株主（実質株主を含

む。以下同じ。）に対し、それぞ

れ次の比率で「株式会社ＪＢＩＳ

ホールディングス」の株式を割当

てます。  

(a)当社の株主 

当社の普通株式１株に対し、

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」の普通株式1.3株 

(b)日本電子計算株式会社の株主 

日本電子計算株式会社の普通

株式１株に対し、「株式会社Ｊ

ＢＩＳホールディングス」の普

通株式1.0株 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ④日本電子計算株式会社の新株予約

権の取扱い 

日本電子計算株式会社が平成16

年６月18日付定時株主総会決議に

基づき発行した新株予約権は、株

式移転期日をもって消滅し、当該

新株予約権の予約権者に対してこ

れに代わる持株会社の新株予約権

を交付するものといたします。 

消滅する新株予約権と新たに交

付される新株予約権の内容は以下

のとおりといたします。 

 (a)新株予約権の内容 

（注１）消滅する新株予約権の行使状

況により変更されるものとする。  

  
消滅する新

株予約権 

交付する新

株予約権 

 新株予約

権の数

（個） 

 1,122 
 1,122(注

１) 

 新株予約

権の目的と

なる株式の

種類 

 日本電子

計算株式会

社の普通株

式 

 持株会社の

普通株式 

 新株予約

権１個あた

りの目的と

なる株式の

数（株） 

 100株  100株 

 新株予約

権の行使時

の払込金額

（円） 

 843円  843円 

 新株予約

権の行使期

間 

 自 平成18

年６月19日 

 至 平成21

年６月17日 

 自 株式移

転期日 

 至 平成21

年６月17日 

 新株予約

権の行使の

条件 

 （注２）  （注２） 

 新株予約

権の譲渡に

関する事項

 新株予約

権を譲渡す

るには、当

社の取締役

会の承認を

要する。 

 新株予約権

を譲渡する

には、持株

会社の取締

役会の承認

を要する。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （注２） 

 1.各新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

 2.新株予約権の割当てを受けた

ものは、権利行使時においても日

本電子計算株式会社および日本電

子計算株式会社子会社の取締役お

よび監査役ならびに従業員の地位

にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その

他正当な理由による場合はこの限

りでない。 

 3.新株予約権者の相続人による

新株予約権の行使は認めない。 

 4.新株予約権者に法令、定款も

しくは社内規則に違反する重大な

行為があった場合、日本電子計算

株式会社と競合関係にある会社の

取締役ならびに使用人となった場

合等には権利行使はできない。 

 5.その他の条件は、日本電子計

算株式会社の取締役会の決議に基

づき定める。 

 (b)新株予約権の新株予約権者に

対する持株会社の新株予約権の割

当に関する事項 

新株予約権の新株予約権者に

対して，新株予約権１個に対し

持株会社の新株予約権１個の割

合により，持株会社の新株予約

権を割り当てることといたしま

す。 

⑤株式移転をなすべき時期 

株式移転をなすべき時期は平成

18年10月１日とし、「株式会社Ｊ

ＢＩＳホールディングス」の設立

登記は、平成18年10月２日に行う

予定であります。ただし、株式移

転の手続き上の必要性その他の事

由により必要な場合には、当社お

よび日本電子計算株式会社で協議

のうえ、これを変更することがで

きるものといたします。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ⑥株式移転の日までになす利益配当

の限度額 

当社および日本電子計算株式会

社は、平成18年３月31日の最終の

株主名簿に記載又は記録されたそ

れぞれの株主又は登録質権者に対

し、それぞれ次の金額を限度とし

て、金銭による剰余金の配当を行

うことができるものといたしま

す。 

 (a)当社の株主および登録質権者 

当社の普通株式１株につき、

10円 総額98,297,610円 

 (b)日本電子計算株式会社の株主

および登録質権者 

日本電子計算株式会社の普通

株式１株につき、７円 総額

139,147,008円 

(4)統合新会社（持株会社）の概要 

①商号 株式会社JBISホールディン

グス（英文名 

JBIS Holdings,Inc.） 

②本店所在地 東京都中央区日本橋

茅場町一丁目8番1号 

③資本金 30億円 

(5)日本電子計算㈱の概要 

①商号 日本電子計算株式会社 

②本店所在地 東京都中央区日本橋

茅場町一丁目8番1号 

③設立年月日 昭和37年12月3日 

④事業内容 情報サービス事業、イ

ンターネット事業、ソフトウェア事

業、システム販売事業 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金および預金   6,297   4,170   5,250  

２．預託金   286   333   356  

３．信用取引資産           

(1)信用取引貸付金  4,703   6,375   9,864   

(2)信用取引借証券
担保金  532 5,236  105 6,481  146 10,010  

４．営業未収金   1,473   1,150   1,330  

５．立替金   13   29   7  

６．短期差入保証金   39   2   －  

７．有価証券   303   342   303  

８．未収収益   20   22   32  

９．短期貸付金   －   200   －  

10．未収金   11   121   102  

11．その他   419   118   140  

貸倒引当金   △8   △15   △23  

流動資産合計   14,092 42.4  12,955 39.4  17,511 40.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 (注1)  286 0.8  275 0.9  289 0.7 

２．無形固定資産   1,065 3.2  1,339 4.1  1,408 3.3 

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券 (注2)  16,175   12,716   18,393  

(2)関係会社株式    －   4,140   4,383  

(3)出資金   464   305   305  

(4)社内長期貸付金   193   192   187  

(5)差入敷金・保証
金   916   870   870  

(6)その他   77   57   65  

貸倒引当金   △14   △11   △12  

投資その他の資産
合計   17,813 53.6  18,271 55.6  24,193 55.7 

固定資産合計   19,164 57.6  19,886 60.6  25,890 59.7 

資産合計   33,256 100.0  32,842 100.0  43,402 100.0 

           

 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．信用取引負債           

(1)信用取引借入金 (注1) 4,605   6,168   9,720   

(2)信用取引貸証券
受入金  548 5,153  108 6,277  155 9,876  

２．未払金   1,216   514   796  

３．未払費用   406   713   624  

４．未払法人税等   28   3   21  

５．未払消費税   41   4   13  

６．顧客からの預り金   1   0   －  

７．社員預り金   682   657   658  

８．その他の預り金   243   262   209  

９．短期受入保証金   61   92   66  

10．賞与引当金   251   133   151  

11．その他   8   5   31  

流動負債合計   8,094 24.4  8,665 26.4  12,450 28.7 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   2,733   3,061   5,454  

２．退職給付引当金   1,318   1,163   1,185  

３．役員退職慰労引当
金   189   215   210  

４．その他   192   267   367  

固定負債合計   4,433 13.3  4,708 14.4  7,218 16.6 

Ⅲ 特別法上の準備金           

１．証券取引責任準備
金 

(注4)  4   9   7  

特別法上の準備金合
計   4 0.0  9 0.0  7 0.0 

負債合計   12,533 37.7  13,383 40.8  19,676 45.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   500 1.5  － －  500 1.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1   －   1  

資本剰余金合計   1 0.0  － －  1 0.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   127   －   127  

２．任意積立金   18,658   －   18,658  

３．中間（当期）未処
理損失   2,543   －   3,505  

利益剰余金合計   16,242 48.8  － －  15,280 35.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   3,984 12.0  － －  7,950 18.3 

Ⅴ 自己株式   △4 △0.0  － －  △6 △0.0 

資本合計   20,723 62.3  － －  23,726 54.7 

負債・資本合計   33,256 100.0  － －  43,402 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   500 1.5   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     1     －     

資本剰余金合計     － －   1 0.0   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     127     －     

(2）その他利益剰余金                     

証券取扱損失積立金   －     1,664     －     

別途積立金    －     13,294     －     

繰越利益剰余金   －     △590     －     

利益剰余金合計     － －   14,495 44.1   － － 

４．自己株式     － －   △8 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   14,988 45.6   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   4,470 13.6   － － 

評価・換算差額等合計     － －   4,470 13.6   － － 

純資産合計     － －   19,458 59.2   － － 

負債純資産合計     － －   32,842 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   4,921 100.0  4,470 100.0  9,572 100.0 

Ⅱ 営業費用   2,238 45.5  2,825 63.2  5,268 55.0 

営業総利益   2,683 54.5  1,645 36.8  4,303 45.0 

Ⅲ 一般管理費   3,967 80.6  2,771 62.0  6,659 69.6 

営業損失   1,284 △26.1  1,126 △25.2  2,356 △24.6 

Ⅳ 営業外収益 (注1)  117 2.4  399 8.9  359 3.8 

Ⅴ 営業外費用 (注2)  5 0.1  16 0.3  9 0.1 

経常損失   1,171 △23.8  743 △16.6  2,005 △20.9 

Ⅵ 特別利益 (注3)  5,263 106.9  117 2.6  5,265 55.0 

Ⅶ 特別損失 
(注4) 
(注5)  5,861 119.1  9 0.2  5,988 62.6 

税引前中間（当
期）純損失   1,769 △36.0  634 △14.2  2,728 △28.5 

法人税、住民税お
よび事業税  3    2    5    

法人税等調整額  869 872 17.7 － 2 0.1 869 875 9.2 

中間（当期）純損
失   2,642 △53.7  637 △14.3  3,604 △37.7 

前期繰越利益   98   －   98  

中間（当期）未処
理損失   2,543   －   3,505  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

また、剰余金の配当には、平成18年８月30日の取締役会において決議された、中間会計期間中における剰余金配当決議額49百万円が含ま

れております。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 証券取扱

損失積立
金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

500 1 1 127 1,664 16,994 △3,505 15,280 △6 15,775 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当 （注）             △147 △147   △147 

中間純損失             △637 △637   △637 

自己株式の取得                 △1 △1 

別途積立金の取崩 （注）           △3,700 3,700 －   － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － △3,700 2,914 △785 △1 △786 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

500 1 1 127 1,664 13,294 △590 14,495 △8 14,988 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,950 7,950 23,726 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 （注）     △147 

中間純損失     △637 

自己株式の取得     △1 

別途積立金の取崩 （注）     － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,480 △3,480 △3,480 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△3,480 △3,480 △4,267 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

4,470 4,470 19,458 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

１．資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

１．資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

(1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採用しており

ます。 

(1）満期保有目的債券 

同左 

(1）満期保有目的債券 

同左 

(2）子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

(2）子会社株式および関連会社株式 

同左 

(2）子会社株式および関連会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法または償却原

価法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物      ６年～50年 

器具および備品 ３年～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案して、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（1,074百

万円）については、５年間で按分し、退

職給付費用を減額処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定率法により、それぞれの発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる

額を計上しております。 

  数理計算上の差異については、各事

業年度のその発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定率法により、それぞれの発

生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

  

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。な

お、会計基準変更時差異（1,074百万

円）については、５年間で按分し、退職

給付費用と相殺して計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度のそ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による定率法に

より、翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給基準に基づく中

間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給基準に基づく期

末要支給額を計上しております。 

(5)証券取引責任準備金 

 証券事故による損失に備えるため、証

券取引法第51条および「証券会社に関す

る内閣府令」第35条に定めるところによ

り算出した額を計上しております。 

(5)証券取引責任準備金 

同左 

(5)証券取引責任準備金 

同左 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年８月９

日））および「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を当中間会計期間か

ら適用しております。これにより税引前中間

純損失は4,860百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、19,458百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正にともない、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる税引前当期純損益

にあたえる影響は3,876百万円であります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

１．流動資産における「預託金」について 

 前中間会計期間末まで「預け金」として掲

記しておりましたが、実態を勘案し、当中間

会計期間末より「預託金」として掲記してお

ります。 

  

  

  

２．流動資産における「立替金」について 

 前中間会計期間末まで「営業立替金」とし

て掲記しておりましたが、実態を勘案し、当

中間会計期間末より「立替金」として掲記し

ております。 

  

  

 

  

３．投資その他の資産における「その他」に

ついて 

 前中間会計期間末まで区分掲記しておりま

した「更生債権等」（当中間会計期間末18百

万円）につきましては、資産総額の100分の5

以下であるため、重要性を勘案し、当中間会

計期間末より、投資その他の資産の「その

他」に含めて掲記することといたしました。 

４．流動負債における「その他」について 

 前中間会計期間末まで区分掲記しておりま

した「未払事業所税」（当中間会計期間末8

百万円）につきましては、資産総額の100分

の5以下であるため、重要性を勘案し、当中

間会計期間末より、流動負債の「その他」に

含めて掲記することといたしました。 

５．流動負債における「短期受入保証金」に

ついて 

 前中間会計期間末まで「その他」に含めて

表示しておりましたが、重要性を勘案し、当

中間会計期間末より区分掲記することといた

しました。 

 なお、前中間会計期間末の「短期受入保証

金」は、10百万円であります。 

６．固定負債における「その他」について 

 前中間会計期間末まで区分掲記しておりま

した「受入保証金」（当中間会計期間末1百

万円）につきましては、資産総額の100分の5

以下であるため、重要性を勘案し、当中間会

計期間末より、固定負債の「その他」に含め

て掲記することといたしました。 

  

（中間貸借対照表） 

１．投資その他の資産における「関係会社株

式」について 

 前中間会計期間末まで「投資有価証券」に

含めて掲記しておりましたが、重要性を勘案

し、当中間会計期間末より「関係会社株式」

として区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社株

式」は、3,845百万円であります。 

２．流動負債における「未払金」に含まれる

「未払事業所税」について 

 前中間会計期間末まで「その他」に含めて

掲記しておりましたが、実態を勘案し、当中

間会計期間末より「未払金」に含めて掲記し

ております。 

 なお、前中間会計期間末の「未払事業所

税」は、8百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

（中間損益計算書） 

 「一般管理費」に含まれる「支払手数料」

について 

 前中間会計期間まで「営業費用」における

「支払手数料」（当中間会計期間19百万円）

に含んで計上しておりましたが、一部はその

実態を勘案し、当中間会計期間より、「一般

管理費」に含めて計上することといたしまし

た。 

 なお、前中間会計期間における当該手数料

は、4百万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

946百万円であります。 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

676百万円であります。 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

650百万円であります。 

２．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

２．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

２．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

投資有価証券 3,997百万円 投資有価証券 5,960百万円 投資有価証券 6,885百万円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

信用取引借入金 4,605百万円 信用取引借入金 6,168百万円 信用取引借入金 9,720百万円

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券751百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券453百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

 上記のほか、先物取引証拠金等の代用と

して又は資金決済担保等として、投資有価

証券979百万円を取引所等に差し入れており

ます。 

３．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

３．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

 ３．（1）差し入れている有価証券等の時価

額は以下のとおりであります。 

信用取引貸証券 35百万円 信用取引貸証券 －百万円 信用取引貸証券 41百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
790百万円

差入保証金代用有価

証券 
4,641百万円

差入証拠金代用有価

証券 
107百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
919百万円

差入保証金代用有価

証券 
 6,288百万円

差入証拠金代用有価

証券 
125百万円

信用取引借入金の本

担保証券 
1,340百万円

差入保証金代用有価

証券 
7,723百万円

差入証拠金代用有価

証券 
140百万円

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

  （2）差し入れを受けている有価証券等

の時価額は以下のとおりであります。 

信用取引貸付金の本

担保証券 
790百万円

信用取引貸付金の本

担保証券 
919百万円

信用取引貸付金の本

担保証券 
1,340百万円

信用取引借証券 35百万円

受入保証金代用有価

証券 
3,000百万円

信用取引借証券 －百万円

受入保証金代用有価

証券 
5,112百万円

信用取引借証券 41百万円

受入保証金代用有価

証券 
6,250百万円

４．特別法上の準備金 

 特別法上の準備金の計上を規定した法令

の条項は次のとおりであります。 

証券取引責任準備金  証券取引法第51条 

４．特別法上の準備金 

同左 

  

 ４．特別法上の準備金 

同左 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．営業外収益のうち主要なもの １．営業外収益のうち主要なもの １．営業外収益のうち主要なもの 

２．営業外費用のうち主要なもの 

受取利息 4百万円

受取配当金 82百万円

リース分配金 29百万円

   

２．営業外費用のうち主要なもの 

受取利息 4百万円

受取配当金 341百万円

リース分配金 35百万円

   

２．営業外費用のうち主要なもの 

受取利息 7百万円

受取配当金 111百万円

リース分配金 61百万円

匿名組合精算金 100百万円

支払利息 4百万円 支払利息 3百万円 支払利息 8百万円

３．特別利益のうち主要なもの ３．特別利益のうち主要なもの ３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 5,263百万円 投資有価証券売却益 109百万円 固定資産売却益 6百万円

（建物および備品）  

投資有価証券売却益 5,255百万円

４．特別損失のうち主要なもの ４．特別損失のうち主要なもの ４．特別損失のうち主要なもの 

証券取引責任準備金

繰入額 
2百万円

減損損失 5,854百万円

（注）過年度営業収益の修正額であります。 

賃借事務室移転費用 5百万円

過年度収益修正損 

（注） 
2百万円

証券取引責任準備金

繰入額 
1百万円

固定資産除却損 38百万円

（器具・備品）  

投資有価証券評価損 81百万円

入会金評価損 0百万円

証券取引責任準備金

繰入額 
5百万円

減損損失 5,854百万円

５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

５．     ────── 

  

５．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 その他 

本店シス
テム部に
おける
「ＤＩＮ
ＥＳ」シ
ステム
（東京都
江東区） 

計算情
報処理  

ソフトウ
ェア・リ
ース資産
等 

― 

 場所 用途 種類 その他 

本店シス
テム部に
おける
「ＤＩＮ
ＥＳ」シ
ステム
（東京都
江東区）

計算情
報処理  

ソフトウ
ェア・リ
ース資産
等 

― 

 当社は、他の資産又は資産グループのキャ

ッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産

のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ-ＤＩＮＥ

Ｓ」の開発が本格化し、来期を目処に稼動予

定であるため、計算情報処理業務を営業する

上記システム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失

に計上しました。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リ

ース資産245百万円、器具および備品215百万

円、建物75百万円およびその他64百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを5%で割り引いて算定しておりま

す。 

   当社は、他の資産又は資産グループのキャ

ッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産

のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ-ＤＩＮＥ

Ｓ」の開発が本格化し、来期を目処に稼動予

定であるため、計算情報処理業務を営業する

上記システム部における資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失

に計上しました。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リ

ース資産245百万円、器具および備品215百万

円、建物75百万円およびその他64百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを5%で割り引いて算定しておりま

す。 

６．減価償却実施額 

有形固定資産 26百万円

無形固定資産 156百万円

６．減価償却実施額 

有形固定資産 25百万円

無形固定資産 207百万円

 ６．減価償却実施額 

有形固定資産 47百万円

無形固定資産    339百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 8 1 － 9 

合計 8 1 － 9 



（リース取引関係） 

（借主側） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額およ

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

2,010 1,325 245 439 

ソフ
トウ
ェア 

55 7 － 47 

合計 2,065 1,333 245 486 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

1,004 399 194 410 

ソフ
トウ
ェア 

57 16 － 40 

合計 1,061 416 194 451 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

器具
およ
び備
品 

1,582 982 245 354 

ソフ
トウ
ェア 

55 10 － 44 

合計 1,638 993 245 398 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

   リース資産減損勘定中間期末残高 

191百万円 

１年内 273百万円

１年超 415百万円

合計 688百万円

   リース資産減損勘定中間期末残高 

111百万円 

１年内 209百万円

１年超 291百万円

合計 501百万円

   リース資産減損勘定期末残高 

145百万円 

１年内 224百万円

１年超 329百万円

合計 553百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

および減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

および減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

および減損損失 

支払リース料 191百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
54百万円

減価償却費相当額 180百万円

支払利息相当額 7百万円

減損損失 245百万円

支払リース料 131百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
82百万円

減価償却費相当額 124百万円

支払利息相当額 7百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 415百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
99百万円

減価償却費相当額 400百万円

支払利息相当額  18百万円

減損損失 245百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

（円） 
2,107.66 

１株当たり中間純損失

金額（円） 
268.71 

１株当たり純資産額 

（円） 
1,979.87 

１株当たり中間純損失

金額（円） 
64.90 

１株当たり純資産額

（円） 
2,413.69 

１株当たり当期純損失

金額（円） 
366.55 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 

同左 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失 （百万円） 2,642 637 3,604 

普通株主に帰属しない金

額 
（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円）
2,642 637 3,604 

普通株式の期中平均株式

数 
（株） 9,834,308 9,829,183 9,832,600 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  当社は、平成18年10月2日に日本電

子計算株式会社と共同して、株式移

転の方法により、完全親会社「株式

会社JBISホールディングス」を設立

登記し、当社および日本電子計算株

式会社は同社の完全子会社となりま

した。  

発生した「負ののれん」の金額、償

却期間 

  負ののれん  10,484百万円 

  償却期間       ５年 

（日本電子計算株式会社との共同持

株会社設立による経営統合につい

て） 

当社は、平成18年５月16日開催の

取締役会において、株式移転をなす

べき時期を平成18年10月１日とし

て、日本電子計算株式会社と共同持

株会社「株式会社JBISホールディン

グス」を設立することを決議し、同

日、「株式移転計画書」に調印いた

しました。なお、この共同持株会社

設立に関しましては、平成18年６月

23日開催の当社第62回定時株主総会

において承認されております。 

(1)経営統合の目的 

当社および日本電子計算株式会社

は、金融・証券および公共・産業・

文教といった各分野のビジネスモデ

ルの変革に機動的に対応できる強力

な企業グループを形成するため共同

持株会社を設立し、総合情報サービ

スと総合事務サービスの機能を統合

することといたしました。今後は、

両社が持つ経営資源を効果的に集約

し、時代の要請に機動的かつ弾力的

に対応できる強い企業体質を築き、

ITと事務の分野で培った深い業務知

識、お互いの持つ強みを活かし、統

合によるシナジー効果を最大限に発

揮し、お客様が最高水準のソリュー

ション・サービスをご享受いただけ

るよう、ソリューションプロバイダ

ー企業として発展するべく努力して

まいります。 

(2)株式移転の方法 

当社が、日本電子計算株式会社と

共同して会社法第772条に定める株式

移転により、完全親会社「株式会社

ＪＢＩＳホールディングス」を設立

し、その完全子会社となります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3)株式移転の内容 

①設立する完全親会社が株式移転に

際して発行する株式の種類および数 

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」が本株式移転に際して発

行する株式の種類は普通株式と

し、その数は32,789,400株といた

します。ただし、株式移転をなす

べき時期の前日までに当社および

日本電子計算株式会社が自己株式

の消却を行った場合は、当該株式

数は減少し、株式移転をなすべき

時期の前日までに日本電子計算株

式会社の新株予約権が行使された

場合は、それに応じて当該株式数

も増加するものといたします。 

②設立する完全親会社の資本金およ

び準備金の額 

(a)資本金の額：30億円 

(b)準備金の額：30億円  

③当社および日本電子計算株式会社

の株主等に対する株式の割当て 

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」は、株式移転に際して、

株式移転をなすべき時期の前日の

最終の株主名簿（実質株主名簿を

含む。以下同じ。）に記載又は記

録された当社および日本電子計算

株式会社の株主（実質株主を含

む。以下同じ。）に対し、それぞ

れ次の比率で「株式会社ＪＢＩＳ

ホールディングス」の株式を割当

てます。  

(a)当社の株主 

当社の普通株式１株に対し、

「株式会社ＪＢＩＳホールディ

ングス」の普通株式1.3株 

(b)日本電子計算株式会社の株主 

日本電子計算株式会社の普通

株式１株に対し、「株式会社Ｊ

ＢＩＳホールディングス」の普

通株式1.0株 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ④日本電子計算株式会社の新株予約

権の取扱い 

日本電子計算株式会社が平成16

年６月18日付定時株主総会決議に

基づき発行した新株予約権は、株

式移転期日をもって消滅し、当該

新株予約権の予約権者に対してこ

れに代わる持株会社の新株予約権

を交付するものといたします。 

消滅する新株予約権と新たに交

付される新株予約権の内容は以下

のとおりといたします。 

 (a)新株予約権の内容 

（注１）消滅する新株予約権の行使状

況により変更されるものとする。  

  
消滅する新

株予約権 

交付する新

株予約権 

 新株予約

権の数

（個） 

 1,122 
 1,122(注

１) 

 新株予約

権の目的と

なる株式の

種類 

 日本電子

計算株式会

社の普通株

式 

 持株会社の

普通株式 

 新株予約

権１個あた

りの目的と

なる株式の

数（株） 

 100株  100株 

 新株予約

権の行使時

の払込金額

（円） 

 843円  843円 

 新株予約

権の行使期

間 

 自 平成18

年６月19日 

 至 平成21

年６月17日 

 自 株式移

転期日 

 至 平成21

年６月17日 

 新株予約

権の行使の

条件 

 （注２）  （注２） 

 新株予約

権の譲渡に

関する事項

 新株予約

権を譲渡す

るには、当

社の取締役

会の承認を

要する。 

 新株予約権

を譲渡する

には、持株

会社の取締

役会の承認

を要する。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （注２） 

 1.各新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

 2.新株予約権の割当てを受けた

ものは、権利行使時においても日

本電子計算株式会社および日本電

子計算株式会社子会社の取締役お

よび監査役ならびに従業員の地位

にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その

他正当な理由による場合はこの限

りでない。 

 3.新株予約権者の相続人による

新株予約権の行使は認めない。 

 4.新株予約権者に法令、定款も

しくは社内規則に違反する重大な

行為があった場合、日本電子計算

株式会社と競合関係にある会社の

取締役ならびに使用人となった場

合等には権利行使はできない。 

 5.その他の条件は、日本電子計

算株式会社の取締役会の決議に基

づき定める。 

 (b)新株予約権の新株予約権者に

対する持株会社の新株予約権の割

当に関する事項 

新株予約権の新株予約権者に

対して，新株予約権１個に対し

持株会社の新株予約権１個の割

合により，持株会社の新株予約

権を割り当てることといたしま

す。 

⑤株式移転をなすべき時期 

株式移転をなすべき時期は平成

18年10月１日とし、「株式会社Ｊ

ＢＩＳホールディングス」の設立

登記は、平成18年10月２日に行う

予定であります。ただし、株式移

転の手続き上の必要性その他の事

由により必要な場合には、当社お

よび日本電子計算株式会社で協議

のうえ、これを変更することがで

きるものといたします。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ⑥株式移転の日までになす利益配当

の限度額 

当社および日本電子計算株式会

社は、平成18年３月31日の最終の

株主名簿に記載又は記録されたそ

れぞれの株主又は登録質権者に対

し、それぞれ次の金額を限度とし

て、金銭による剰余金の配当を行

うことができるものといたしま

す。 

 (a)当社の株主および登録質権者 

当社の普通株式１株につき、

10円 総額98,297,610円 

 (b)日本電子計算株式会社の株主

および登録質権者 

日本電子計算株式会社の普通

株式１株につき、７円 総額

139,147,008円 

(4)統合新会社（持株会社）の概要 

①商号 株式会社JBISホールディン

グス（英文名 

JBIS Holdings,Inc.） 

②本店所在地 東京都中央区日本橋

茅場町一丁目8番1号 

③資本金 30億円 

(5)日本電子計算㈱の概要 

①商号 日本電子計算株式会社 

②本店所在地 東京都中央区日本橋

茅場町一丁目8番1号 

③設立年月日 昭和37年12月3日 

④事業内容 情報サービス事業、イ

ンターネット事業、ソフトウェア事

業、システム販売事業 



(2）【その他】 

 平成18年８月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・49,141,780円 

 （ロ）１株あたりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・・・・・・・平成18年11月30日 

 （注）平成18年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行って

おります。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第62期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提出。 

２ 半期報告書の訂正報告書 

 平成18年５月19日関東財務局長に提出。 

 （第62期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

３ 臨時報告書 

 平成18年６月26日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転に係る株主総会の決議）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

 平成18年10月２日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）および第４号（主要株主の異動）の規定

に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

日本証券代行株式会社    

 取締役会 御中  

 平成１７年１２月１９日  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高岡 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 酒井 宏暢  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村本 泰雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本証券代行株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本証券代行株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

日本証券代行株式会社    

 取締役会 御中  

 平成１８年１２月１８日  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高岡 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村本 泰雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本証券代行株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本証券代行株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１８年１０月２日に日本電子計算株式会社と共同して株式移転により完

全親会社となる共同持株会社「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」を設立登記し、会社及び日本電子計算株式会社

は、同社の完全子会社となった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

日本証券代行株式会社    

 取締役会 御中  

 平成１７年１２月１９日  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高岡 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 酒井 宏暢  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村本 泰雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本証券代行株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本証券代行株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

日本証券代行株式会社    

 取締役会 御中  

 平成１８年１２月１８日  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高岡 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村本 泰雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本証券代行株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６３期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本証券代行株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１８年１０月２日に日本電子計算株式会社と共同して株式移転により完

全親会社となる共同持株会社「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」を設立登記し、会社及び日本電子計算株式会社

は、同社の完全子会社となった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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